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要  旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 平成26年６月の規制改革会議第２次答申や「農林水産業・地域活力創造プラン」等における「農業・農

協改革」は、信用事業の譲渡や准組合員への新たな利用制限の導入等、協同組合の理念や組合員の意思、

地域の実態とかけ離れており、ＪＡが発足以来築き上げてきた本市の農業振興や地域貢献活動の取り組み

等の解体につながるものと危惧するところです。 
 また、農業委員会の改革及び農業生産法人の要件の見直しについても、一方的な価値判断による議論と

ならないよう、慎重な検討が必要と考えます。 
 よって、今後の政府による「農業・農協改革」の進め方いかんでは、ＪＡの機能が低下し、これまで連

携して取り組んできた水田農業を初めとする農業政策の推進、担い手の育成、管内農産物ブランドづくり

等の対応が困難になり、農業者への多大な影響が懸念されるため、この請願を行うものです。 
 地域農業を振興し、農家の所得向上を目指すには、行政機関並びにＪＡが適切な役割分担のもと、それ

ぞれの機能を十分に発揮することが、最も効果的であり効率的です。 
 ついては、次期通常国会等で審議される予定となっている「農業・農協改革」において、以下の点に留

意のうえ、現場の意見を反映するよう、国に意見書を提出するよう請願します。 
 
１．協同組合であり、民間組織であるＪＡに対して、強制的な組織変更等を押しつけるのではなく、組

合員の総意に基づく自己改革を基本とし、関連法案の改正等において拙速な対応を行わないこと。 
２．地域住民の重要な社会生活基盤ともなっているＪＡの事業に対して准組合員の利用を制限するよう

な、協同組合の果たしている役割に支障を来す規制強化を行わないこと。 
３．ＪＡが行っている営農・経済・信用・共済等の総合事業は、農家組合員の営農と生活に広く、深く

密着しているため、信用事業の譲渡等、一部の事業を強制的に分離しないこと。 
４．全農は、ＪＡを補完するものであり、多様な担い手の農畜産物の共同販売等の機能を維持するには

株式会社化による対応の必要はないため、現行の協同組合組織を堅持すること。 
５．中央会は、ＪＡの指導機関としての経営指導・監査が必要不可欠であり、また、政府への農業政策

の要請ができなくなることから引き続き農協法に基づく制度として位置づけること。 
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